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青木あすなろ建設株式会社ほか１社 親会社等における当社の議決権所有比率
１ ８ ６ ５

１． 平成18年9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
　　(１)　経営成績　 (金額：百万円未満切捨て)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭
（ ） .
（ ） .

.
　 （注）　 ①
　　　　　　　②

③ 会計処理の方法の変更　　無
④ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　　(２)  財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
.
.
.

　 （注）　 ①
②

　　(３) キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

２． 平成19年3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

百万円 百万円 百万円 

　　（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）

３． 配当状況
・現金配当

業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な
要因によって異なる結果となる可能性があります。

（別添１）

8,408,527株
41,473株

17年9月中間期
18年9月中間期

総 資 産 純 資 産 １株当たり純資産

売 上 高

8,409,987株

26 
7,269 

18 年 9 月 中 間 期

期末自己株式数
期末発行済株式数

17 年 9 月 中 間 期

18年9月中間期
10,742 

18年9月中間期 8,409,225株 17年9月中間期

コ ー ド 番 号

18 年 9 月 中 間 期

中　間　（当 期）　純　利　益

売 上 高

△51.4 

24,596 
△1.6 

18 年 9 月 中 間 期

17年9月中間期

12,683 
18 年 3 月 期

－　百万円 

△ 66 － 

長 井 栄経 理 部 長問 合 せ 先 責 任 者

17 年 9 月 中 間 期

平 成 18 年 11 月 10 日決算取締役会開催日
単元株制度採用の有無
親 会 社 等 の 名 称

6,160 

平 成18年11月 10日平成  19 年 3月期　中間決算短信 (非連結)

青木マ リーン株式会社 上 場 取 引 所
本社所在都道府県

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

代 表 者 大 迫 義 一代表取締役社長

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり中間（当期）純利益

１ 株 当 た り

－ 
24 

8,412,429株

－ 
2 

76 049 
18年9月中間期 －　百万円 

△69.8 

18年3月期

－ 

39,123株

4,215 
△ 50 

8,410,877株

91

4,758 

持分法投資損益

18 年 3 月 期

40,013株

41 

60 

18年3月期
18年3月期17年9月中間期

期中平均株式数

－ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

△ 33 

△ 7 

42 
88 

92

配 当 支 払 開 始 日

△ 40 
△71.1 

営 業 利 益

平 成 － 年 － 月 － 日

66 

経 常 利 益

53.2%

△77.1 32 
－ 

9,027 
15,939 

78.9 7,127 
7,151 44.9 

18年3月期 －　百万円 

864 

自 己 資 本 比 率

847 
850 

8,414,362株

67.7 

－　 （予想）

中間期末 期末

－　 （実績）
6.00   6.00   

19 年 3 月 期
6.00   

100 

813 
44 17 年 9 月 中 間 期

通 期

18 年 9 月 中 間 期

△ 198 

52 
△ 265 

18 年 3 月 期

15,700 

営 業 活 動 に よ る

△ 52 

当 期 純 利 益

5,052 △ 52 

△ 294 

95 
30銭11 円 

１株当たり配当金（円）

19 年 3 月 期

経 常 利 益

6.00   

18 年 3 月 期
年間

－　 
－　 

財 務 活 動 に よ る
同等物期末残高キャッシュ･フローキャッシュ･フロー
現 金 及 び 現 金投資活動に よ る

キャッシュ･フロー

17 年 9 月 中 間 期
18 年 3 月 期
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事業の系統図は次のとおりであります。

　１． 企 業 集 団 の 状 況　　

当 社

親 会 社

　 当社の企業集団は、当社及び親会社２社で構成され、建設事業を主体とした事業活動を展開しております。

青木あすなろ建設株式会社

　 当社は、親会社である青木あすなろ建設株式会社が海上埋立工事等を受注したときは、これを請負って施工しております。

海

上

埋

立

工
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等

の

施

工

 松 建 設 株 式 会 社

骨

材
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棄
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海

上

輸

送

等

親 会 社

海
上
埋
立
工
事
等
の
施
工

得 意 先
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（１）会社の経営の基本方針

（２）会社の利益配分に関する基本方針

（３）会社の対処すべき課題

　さらに、物流事業、水質浄化事業等周辺事業への新たな営業も展開し、企業業績のより一層の向上に努めてまいります。

当社の経営方針は、プッシャーバージシステム（押船と底開式バージまたは箱型バージを組み合せ、採土積込から、海上

運搬、埋立、揚土等までを一元的に管理する海送埋立工法）を国内で初めて導入した業界のパイオニアとして、「よりよい仕

事を より早く より安く より安全に」をモットーに、常に埋立技術の研鑚に努め、顧客の信頼と期待に応える施工品質を提供

することを基本方針としております。

建設業界におきましては、公共投資の漸減傾向にはどめがかからず、さらに熾烈な価格競争が展開されるものと推測され

ます。

　２．　経　　営　　方　　針　

今後の経済環境は、原油価格の高騰とそれに伴う原材料価格の上昇等先き行き懸念要因があるものの、引き続き好調な

企業業績により、内需主導の景気回復基調が持続するものと予想されます。

当社は株主の皆様に対し、長期的に安定配当を維持することを経営の重要政策としており、経営環境や業績動向等を勘

案した利益還元を行うとともに、安定的な経営基盤を堅持するため内部留保の充実にも配慮していくことを基本方針としてお

ります。

当社におきましては、関西国際空港２期空港島埋立工事が終盤を迎えたことから、次なる大型海上埋立工事である羽田空

港新滑走路建設工事の受注獲得に向け、専業者のノウハウを遺憾なく発揮し、鋭意技術提案営業を展開してまいる所存で

ございます。
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（４）親会社等に関する事項

①親会社等の商号等

（ ）

（注） 親会社等の議決権所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

②親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその理由

③親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、その他の上場会社と親会社等との関係

④親会社等との取引に関する事項

当社の親会社は、青木あすなろ建設株式会社及び松建設株式会社であり、松建設株式会社の子会社である青木あ

すなろ建設株式会社が、当社の株式を4,429千株（議決権比率53.2％）保有しております。

当社の親会社２社は、総合建設業者として建設事業を、当社は海上埋立工事の請負を主たる事業として営んでおり、それ

ぞれ工事を施工する領域が異なっております。

親会社等の議決権
所有割合（％）

53.2
53.2

親 会 社 等

株式会社大阪証券取引所　市場第一部

株式会社東京証券取引所　市場第一部

松建設株式会社 親会社

親会社青木あすなろ建設株式会社

親会社等が発行する株券が上場されている
証券取引所等

株式会社東京証券取引所　市場第一部

53.2

属 性

　当中間期において、親会社等との取引はありません。

また、当社は青木あすなろ建設株式会社から取締役（非常勤）２名及び監査役（非常勤）２名を受入れておりますが、これ

は企業価値の向上に向けた客観的な意見を得るためであります。

従って、当社は、親会社等が海上埋立工事等を受注したときはこれを請負って施工しますが、親会社等が当社の施工領

域に関わる工事を請負うことは少なく、結果的に親会社等への依存度は低く、当社の事業運営及び経営判断に関しては、

親会社等から一定の独立性が確保できていると考えております。
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（１）経営成績

 当中間期の業績全般に関する概況

（２）財政状況

 ①当中間期の財政状況

 ②当中間期のキャッシュ・フローの状況

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により５千万円余の支出となり、前年同期に比べ１百万円余支出が

減少しました。

これは、資産の減少と同一の理由により、未成工事受入金が54億１千２百万円余、支払手形が11億２百万円余それぞれ減

少したことが主な要因であります。

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前期末に比べて２億９千３百万円余減少し47億５千８百万円余

となりました。

このような情勢のなか、当社は営業活動を強化し自社船の稼働率の向上に努めるとともに、ガット船の購入により骨材輸送

事業へ進出し、さらに運航コストの低減を図るため配乗船員の効率化を進める等、経営の合理化を推し進めてまいりました。

　３.　経営成績及び財政状況

　当中間期の資産合計は、90億２千７百万円余と前年同期に比べ69億１千２百万円余減少しました。

この結果、受注高は前年同期比62.7％減の42億1千2百万円余となりました。主な受注工事は関西国際空港２期空港島埋

立工事、神戸海上新都心地区造成工事であります。

当中間期におけるわが国経済は、原油高など不安要因はあるものの、企業収益の改善による設備投資の増加や雇用、所

得環境の改善により個人消費が堅調さを維持するなど、景気は回復基調で推移してまいりました。

　純資産合計は、71億２千７百万円余と前中間期と同一基準で比較した場合２千４百万円余の減少となりました。

これは、その他有価証券評価差額金が４千２百万円余増加しましたが、当中間期において６千６百万円余の純損失を計上

したことが主な要因であります。

　負債合計は、19億円余と前年同期に比べ68億８千７百万円余減少しました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、船舶の売却等により５千２百万円余の収入となり、前年同期に比べ８百万円余収入が

増加しました。

建設業界におきましては、景気回復を背景に民間建築関連需要は旺盛となっておりますが、公共投資に依存する海上埋

立業界は、工事量の激減から企業間の競争が一段と厳しさを増してまいりました。

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加等により２億９千４百万円余の支出となり、前年同期に比

べ２千９百万円余支出が増加しました。

　この結果、当中間期末の自己資本比率は78.9％となりました。

一方、利益につきましては、売上高の大幅な減少に伴い売上総利益が大きく低下し、一般管理費の削減に努めましたも

のの営業損失は３千３百万円余、経常損失は４千万円余、中間純損失は６千６百万円余となりました。

売上高は、前年同期比51.4％減の61億6千万円余となりました。主な完成工事は、関西国際空港２期空港島埋立工事、神

戸海上新都心地区造成工事であります。

これは、前中間期に施工中の大型埋立工事が完成したことから未成工事支出金が59億８千１百万円余減少し、また、工事

出来高の減少に伴い受取手形が15億１千５百万円余減少したことが主な要因であります。

－5－



当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

自己資本比率（％）

時価ベースの自己資本比率（％）

債務償還年数（年）

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

（注） 自己資本比率 ： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※

（３）事業等のリスク

 ①大型海上埋立工事への依存

 ②繰延税金資産

（４）通期の見通し

当中間期末に計上している繰延税金資産は、将来年度の課税所得の合理的な見積りによって計上しておりますが、今後

の受注計画に変更が生じ、所有船舶の配船計画に大幅な変動が生じた場合は、多額の取崩しが必要となる可能性がありま

す。

－ 

平 成 18 年 3 月 期平 成 17 年 9 月 期 平 成 18 年 9 月 期

67.7

通期の見通しにつきましては、施工中の関西国際空港２期埋立工事が終盤を迎え、先行き厳しい状況が予想されます

が、より一層の合理化、効率化に努め、受注高130億円（前期比13.4％減）、売上高157億円（前期比36.2％減）、経常利益

１億円（前期比49.9％増）、当期純利益９千５百万円（前期比25.0％増）を予定しております。

44.9

21.9

－ 

今後の大型海上埋立工事として羽田空港新滑走路建設工事の請負を見込んでおりますが、当該工事が予定どおり受注

できないとき、またはその着工時期が予想より遅延する場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

78.9

38.6

　なお、文中における将来に関する事項につきましては、当中間期末現在において判断したものであります。

－ 

　当社の売上高は、ここ数年間プッシャーバージシステムによる大型海上埋立工事の請負が大半を占めております。

42.6

－ － 

－ 

当社の財務状態及び経営成績等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は以下のと

おりであります。
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（単位：千円）

( ) ( ) ( )

構成比

平成18年3月31日現在

前事業年度の 要約
貸 借 対 照 表

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

２ 無 形 固 定 資 産

そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

５

貸 倒 引 当 金

（１）

３ 投 資 そ の 他 の 資 産

３

４

578,529 

Ⅱ

そ の 他

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

345,402 

384,927 

流 動 資 産

未 成 工 事 支 出 金

そ の 他

完 成 工 事 未 収 入 金

１

２

投 資 不 動 産

4,758,421 

船 舶 821,374 

285,613 

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産（２）

受 取 手 形

現 金 預 金

１

（１）

（２）

5,052,085 

％（ 資 産 の 部 ）

金 額
科　　目

金 額

Ⅰ

構成比

前中間会計期間末期　　別 当中間会計期間末

平成18年9月30日現在平成17年9月30日現在

（３）

（４）

717,899 

1,903,634 388,156 

金 額 構成比

898,943 

％

433,361 

84,823 

331,547 

  ４.   中　間　財　務　諸　表　等　
  (1)   中　間  貸  借  対  照  表  

％

1,106,987 1,301,090 

3,422 2,952 7,076 

△ 235 

139,341 

2,441,973 

15,939,931 

32,263 

634,027 

316,216 

10,742,267 9,027,659 

15.3 27.8 2,649,146 

318,720 

1,327,909 

1,020,945 

2,511,248 

426,776 

30,098 

348,303 

4,215,752 

2,259,897 

1,310,301 1,344,633 

28,125 

△ 660 － 

13,497,957 6,516,411 

6,313,028 

84.7

924,026 

72.2

263,187 

100.0

75.3

280,145 

1,197,994 

273,968 

100.0

24.7

318,720 

100.0

569,038 

8,093,120 
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（単位：千円）

( ) ( ) ( )

　

　

　

％ ％ ％

３

15,108 

434,564 

266,150 

5,634,752 未 成 工 事 受 入 金

（１）

（２）

４

５

１

２

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

その他有価証券評価差額金

18.5

資 本 剰 余 金 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

（ 負 債 の 部 ）

－ 1,412,349 13.1

－ 

－－ 2,724,500 － －

－ 

－ 

－ 

－ 

（ 純 資 産 の 部 ）

－ 

－ 

－ 

－利 益 剰 余 金 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

Ⅱ

2,724,500 17.1

－ 

100.09,027,659 

7,127,077 

－ 

構成比

当中間会計期間末

科　　目
金 額

平成18年9月30日現在

－ 

構成比金 額 金 額

前事業年度の 要約
貸 借 対 照 表

期　　別

78.9純 資 産 合 計

－ 

－ 

（ 資 本 の 部 ）

利 益 剰 余 金

Ⅳ

４

別 途 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

96,000 

2,724,500 －

2,724,500 

30.2

－ 

－ 

－ 

△ 11,138 

－ 

－ 

2,949,500 

－

－

32.6

－ 

－ －

－ 

－ 

利 益 準 備 金

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ

支 払 手 形

－

－

そ の 他

1,360,797 

中間（当期）未処分利益

2,724,500 

1,100,000 

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計 8,788,538 

Ⅰ

96,000 

Ⅰ

２

１

Ⅴ

Ⅲ

３

自 己 株 式

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

２

３

１

工 事 未 払 金

３ 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

－ 

資 本 準 備 金

２

１ 資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

164,797 

15,939,931 

△ 9,940 

126,536 

7,151,392 

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

1,586,756 

8,454,072 

船 舶 特 別 修 繕 引 当 金

191,240 

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債 合 計

22,392 

27.5

67.7

△0.1

25.4

11,215 

722,403 

483,890 

17.91,614,212 

174,837 

215,695 

－ 

－ 

14.3

21.1

－

平成17年9月30日現在

53.0

前 中 間会計期間末

構成比

11,289 

1,030,033 

評価 ・換算差額等合計

負 債 純 資 産 合 計

334,466 

2,949,500 

45,923 

－△0.1

3.2

96,000 

1,295,271 

1,100,000 

99,271 

－ 

48,133 

221,866 

－－ 168,943 

－

－－ 

－ 

－

10,742,267 

216,349 

193,764 

－ 

7,269,690 

－ 

－

100.0

3.3

△ 10,423 

1.8

3,472,576 

2,949,500 

2,724,500 

351,916 

32.3

1,100,000 

平成18年3月31日現在

22,392 

56,028 

283,375 

1,990,295 

29.0

397,316 

3,120,659 

273,495 

55.1

2.1

1,900,582 

22,541 

286,369 

－ 

44.9

100.0

△0.1

8.6

0.8

－ － 

－

－

－

－

6,958,133 －

1.9

－

－168,943 

77.0

1.9

－ 

－ 
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（単位：千円）

期　　別

% % %

0.3

0.1

216,349 

△1.10.2 △ 66,617 

140,339 

0.0

0.1

0.1

0.1

0.6

0.2

0.1

41,634 

12,545 

△0.7

12,683,598 

販売費及び一般管理費

前 中 間 会 計 期 間

至

Ⅴ

Ⅵ

Ⅰ

自

243,730 

営業利益又は営業損失（△）

経常利益又は経常損失
（△）

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

平成17年 4月 1日

Ⅶ

140,339 

3,778 

100.0

7,691 

5,982 

76,009 0.3

18,654 

百分比

100.0

至
）

当 中 間 会 計 期 間

（

0.6

平成 18年 4月 1日

6,023,914 

金 額 百分比

）

97.8

自

2.7

△0.5

売 上 高

Ⅳ

科　　目
金 額

42,379 

（

Ⅱ

Ⅲ

売 上 原 価

売 上 総 利 益

0.3

100.0

12,439,867 

1.6

98.1

201,351 

1.9 2.0

1.6

488,892 

24,596,061 

24,107,169 

400,576 

前 事 業 年 度 の 要 約
損 益 計 算 書

平成18年 3月31日

平成 17年 4月 1日自

  (2)   中　間  損  益  計  算  書  

平成17年 9月30日

75 

136,139 

34,157 

0.4

0.1

0.2

102,355 

39,842 

0.0

－ 

4,232 

－ 164,797 

21,988 

16,724 

7,301 

△ 40,396 

0.0

0.0 39,957 

0.3 △ 40,511 32,955 

15,926 0.3

△ 33,661 

至 平成18年 9月30日

2.2

9,076 0.1

98.0

169,800 

金 額 百分比

（ ）

0.1

66,703 0.3

0.3

0.4

88,315 

6,160,053 

△0.7

特 別 損 失

24,457 

34,216 

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間（当期）純利益又は中
間純損失（△）

税引前中間（当期）純利益
又は税引前中間純損失
（△）

5,979 

特 別 利 益 1,336 

中間（当期）未処分利益
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当中間会計期間　（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日） （単位　：　千円）

（単位　：　千円）

中間会計期間中の変動額
合計

資本剰余金

△ 50,459 

7,075,926 2,724,500 

資本準備金
自己株式

△ 10,423 2,949,500 

  (3)   中間株主資本等変動計算書

平成18年９月30日残高

中間会計期間中の変動額

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額
（純額）

△ 66,617 

7,127,077 

△ 715 

評価・換算差額等

193,764 

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高

自己株式の取得

中間純損失

中間会計期間中の変動額

△ 24,820 

△ 66,617 

△ 50,459 

2,949,500 

剰余金の配当

中間純損失

剰余金の配当

自己株式の取得

△ 117,792 

6,958,133 △ 11,138 

△ 715 

△ 715 

利益剰余金
合計

利益剰余金

216,349 

その他利益剰余金

△ 66,617 

96,000 

△ 715 

△ 50,459 

1,295,271 

△ 117,077 △ 117,077 

99,271 

168,943 

△ 142,613 

2,724,500 

△ 24,820 

1,100,000 1,412,349 

利益準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

株主資本

資本金

△ 66,617 

株主資本
合計

△ 24,820 

96,000 

7,269,690 

純資産合計

△ 50,459 

1,100,000 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額
（純額）

平成18年３月31日残高

平成18年９月30日残高

中間会計期間中の変動額
合計
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（単位：千円）

期　　別

未成工事支出金の減少・増加（△）額

562,288 

5,052,085 

66,477 

△ 2,247 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

△ 265,820 

そ の 他

141,561 

△ 286,812 

－ 

△ 844 

－ 

－ 

47,031 

△ 1,768,429 

減 価 償 却 費

141,066 

3,844 

△ 100,000 

9,458 

△ 52,240 

4,215,752 4,758,421 

△ 111,252 

38,999 

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額

そ の 他

未成工事受入金の増加・減少（△）額

△ 52,914 

△ 274,045 △ 293,664 

4,489,797 

804,159 

9,422 

813,581 

8,996 

5,922 

211,406 

△ 50,184 

52,222 

275 

△ 50,948 

△ 50,233 

△ 715 △ 2,730 

△ 198,378 

15,639 

45,037 

5,484 

△ 330,293 

△ 725 

売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

4,489,797 

△ 76,996 

△ 275,278 

△ 316 有 形固定資産の取得によ る支出

△ 49,992 

Ⅵ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

5,760 

5,052,085 

前 中 間 会 計 期 間

△ 7,895 

△ 5,638 

△ 29,201 

4,261 

1,500 

△ 528,915 

488,354 

1,928,349 

200,000 

1,378,110 

3,902,599 

△ 1,757,783 

△ 3,502,895 

308,898 

△ 480 

平成18年 3月31日

△ 240,000 

）

△ 235 

89,243 

△ 40,396 

△ 5,971 

－ 

平成17年 4月 1日自

金 額

102,355 

）
至

△ 33,363 

金 額

15 

至

1,651 

△ 22,392 

△ 5,844 

△ 725 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

投 資 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入

財務活動によるキャッシュ・フロー

44,014 

貸倒引当金の増加 ・減少 （△ ）額

191,113 

平成17年 9月30日

税引前中間（当期）純利益又は税引前
中間純損失（△）

34,216 

（
平成17年 4月 1日

Ⅳ現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

そ の 他

役員退職慰労引当金の増加・減少（△）額

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

固 定 資 産 除 却 損

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

配 当 金 の 支 払 額

小 計

法 人 税 等 の 支 払 額

割 引 手 形 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額

無形固定資産の取得によ る支出

有形固定資産の売却によ る収入

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

船舶特別修繕引当金の増加・減少（△）額

－ 固 定 資 産 売 却 益

△ 3,844 

自
至 平成18年 9月30日

退職給付引当金の増加・減少（△）額

科　　目

自

△ 57,800 

△ 22,392 

（

△ 294,938 

△ 8,125 

△ 425,239 

当 中 間 会 計 期 間

△ 55 

金 額

△ 150,531 

） （
平成18年 4月 1日

2,211 

前 事 業 年 度 の 要 約

キャッシュ・フロー計算書

  (4)   中間キャッシュ・フロー計算書  
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１ その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 同　左 時価のあるもの

時価のないもの 時価のないもの

２ 未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金
同　左 同　左

材料貯蔵品 材料貯蔵品 材料貯蔵品
同　左 同　左

３ 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産
船舶 船舶 船舶

その他 その他 その他
同　左 同　左

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産
営業権

ソフトウェア ソフトウェア ソフトウェア
同　左 同　左

－ －

前 事 業 年 度

特定の大型プロジェクト
用に建造した船舶について
は、当該プロジェクトの見積
総施工高を基準とし、各期
の施工実績に応じて償却
する方法によっておりました
が、当中間期中において、
当該償却方法を実施して
いた船舶は全船当該プロ
ジェクトから離場し、離場し
た船舶については、定額法
によっております。
なお、その他の船舶につ
いては、定額法によってお
り、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規
定する方法と同一の基準に
よっております。

なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税
法に規定する方法と同一の
基準によっております。

固定資産の減価

償却の方法

至
項 目

（

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

平成 17 年 4 月 1 日
平成 18 年 9 月 30 日平成 17 年 9 月 30 日

）
至
自

（

中間決算日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定）によっておりま
す。

総平均法による原価法に

よっております。

移動平均法による原価法

によっております。

個別法による原価法によっ

ております。

定率法（ ただし、平成10
年4月1日以降の新規取得
建物（建物附属設備を除
く）については定額法）に
よっております。

その他の船舶について
は、定額法によっておりま

す。

決算期末日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定）によっておりま
す。

移動平均法による原価法

によっております。

）
平 成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日
自

（）
平 成 18 年 4 月 1 日

当 中 間 会 計 期 間
自
前 中 間 会 計 期 間

なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税
法に規定する方法と同一の
基準によっております。

定額法（５年均等償却）

によっております。

資産の評価基準

及び評価方法

自社利用のソフトウェア
については、社内における
利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっておりま
す。

特定の大型プロジェクト
用に建造した船舶について
は、当該プロジェクトの見積
総施工高を基準とし、各期
の施工実績に応じて償却
する方法によっております。

たな卸資産の評価
基準及び評価方

法

その他の船舶について
は、定額法によっており、耐
用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっ
ております。

特定の大型プロジェクト
用に建造した船舶について
は、当該プロジェクトの見積
総施工高を基準とし、各期
の施工実績に応じて償却
する方法によっております。
なお、当該プロジェクトが終
了に近づいたことにより離
場した船舶については、定
額法によっております。
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４ 貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金
同　左 同　左

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金
同　左

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金
同　左 同　左

５

（会計処理の変更） （会計処理の変更）

－

）（

従業員の退職給付に備え
るため、当期末における、簡
便法により計算した退職給付
債務及び年金資産の見込額
に基づき、当期末において発
生していると認められる額を
計上しております。

至
）（

この変更は、最近の長期大型
プロジェクトの減少により、当期
において長期工事が全て完了
したことを機に親会社の会計基
準に統一するために行なったも
のであります。
従って、当該変更による売上
高及び損益に対する影響はあり

ません。

売上高の計上方

法

完成工事高の計上は、原則と
して工事完成基準によっており
ますが、長期工事（工事期間
１２ヶ月以上）については工事
進行基準によっております。

従来、工事進行基準は、長期
大型工事（工事期間が１２ヶ月
以上にわたり、かつ請負契約額
が５億円以上）に採用しておりま
したが、当中間会計期間より工
事期間１２ヶ月以上の工事に適
用することとし、請負契約額基
準を撤廃することに変更しまし
た。

当 中 間 会 計 期 間

従って、当該変更による売上
高及び損益に対する影響はあり

ません。

この変更は、最近の長期大型
プロジェクトの減少により、当中
間期末において長期工事が全
て完了したことを機に親会社の
会計基準に統一するために行
なったものであります。

自
前 中 間 会 計 期 間

平成 18 年 4 月 1 日

売上債権、貸付金等の貸
倒による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等
については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

従業員の退職給付に備え
るため、当中間会計期間末に
おける、簡便法により計算し
た退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生
していると認められる額を計
上しております。

）
至 平成 18 年 9 月 30 日

完成工事高の計上は、原則と
して工事完成基準によっており
ますが、長期工事（工事期間
１２ヶ月以上）については工事
進行基準によっております。

従来、工事進行基準は、長期
大型工事（工事期間が１２ヶ月
以上にわたり、かつ請負契約額
が５億円以上）に採用しておりま
したが、当期より工事期間１２ヶ
月以上の工事に適用することと
し、請負契約額基準を撤廃する
ことに変更しました。

前期末をもって役員退職慰
労金制度を廃止したことに伴
い、平成17年６月29日開催の
定時株主総会において、退
職慰労金の打ち切り支給議
案が承認可決されました。こ
れにより、役員退職慰労引当
金は全額取崩し、打ち切り支
給額の未払分は固定負債の
「その他」に計上しておりま
す。

自
平成 18 年 3 月 31 日
平 成 17 年 4 月 1 日

前 事 業 年 度

船舶の定期修繕に要する
費用に充てるため、最近の支
出実績に基づく定期修繕見
積額を計上しております。

前期末をもって役員退職慰
労金制度を廃止したことに伴
い、平成17年６月29日開催の
定時株主総会において、退
職慰労金の打ち切り支給議
案が承認可決されました。こ
れにより、役員退職慰労引当
金は全額取崩し、打ち切り支
給額の未払分は固定負債の
「その他」に計上しておりま
す。

完成工事高の計上は、原則と
して工事完成基準によっており
ますが、長期工事（工事期間
１２ヶ月以上）については工事
進行基準によっております。

平成 17 年 9 月 30 日
平 成 17 年 4 月 1 日

引当金の計上基

準

（
至
自項 目

－13－



６ 同　左 同　左

７ 同　左

８ 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理
同　左 同　左

会計処理の変更

自 自 自
至 至 至

―

平成 18 年 9 月 30 日

これまでの「資本の部」の合計に相当
する金額は7,127,077千円であります。

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）

当 中 間 会 計 期 間

（

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

当中間会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17年
12月９日 企業会計基準第５号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成17年12月９日
企業会計基準適用指針第８号）を適用
しております。

平成 18 年 3 月 31 日

前 事 業 年 度
平成 17 年 4 月 1 日

）

当 中 間 会 計 期 間
自
至
平成 18 年 4 月 1 日

平成 17 年 9 月 30 日
）

（

中間キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金同
等物）は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資
からなっております。

）

）（
自
至

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等
物）は、手許現金、随時引き出
し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資か
らなっております。

）
平 成 17 年 4 月 1 日
平 成 18 年 3 月 31 日

前 事 業 年 度

なお、中間財務諸表等規則の改正
により、当中間会計期間における貸借
対照表の純資産の部については、改
正後の中間財務諸表等規則により作
成しております。

前 中 間 会 計 期 間

リース取引の処理

方法

項 目
（

平 成 17 年 4 月 1 日
前 中 間 会 計 期 間

中間キャッシュ・フ
ロー計算書（キャッ
シュ・フロー計算
書）における資金
の範囲

その他中間財務
諸表（財務諸表）
作成のための基本
となる重要な事項

―

自
至

平 成 17 年 9 月 30 日
平 成 17 年 4 月 1 日

消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式を採用して

おります。

（）
平 成 18 年 4 月 1 日

（
平 成 18 年 9 月 30 日
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（中間貸借対照表関係）

（ ） （ ） （ ）

１

２

３ 受取手形割引高
受取手形裏書譲渡高

４

受取手形
支払手形

５

（中間損益計算書関係）

１

２ 営業外収益の主な内容
受取利息
受取配当金

３営業外費用の主な内容
係船船舶減価償却費等
船舶減価償却費
その他

４特別利益の主な内容
固定資産売却益

５特別損失の主な内容
割増退職金

６減価償却実施額
有形固定資産
無形固定資産

千円

千円

－－

千円
千円

4,468,641

平成17年9月30日現在

千円4,321,578千円4,648,085

平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在

169,929196,534 千円

千円

160,000

中間会計期間末日満期
手形の会計処理について
は、手形交換日をもって決
済処理をしております。な
お、当中間会計期間の末
日は金融機関の休日で
あったため、次の中間会計
期間末日満期手形が中間
会計期間末残高に含まれ
ております。

当 中 間 会 計 期 間

5,095

仮払消費税等及び仮受
消費税等は相殺のうえ、流
動負債の「その他」に含め
て表示しております。

300,320千円

項 目
前 事 業 年 度

注記事項

当中間会計期間末前中間会計期間末

183,231 千円

12,386 千円

400,000

千円8,577千円
186,189 千円

470千円
88,772 千円

1,969 千円

千円

千円6,526

29,201 千円

（
自

）

362,393

平成18年 9月30日
平成18年 4月 1日

千円
千円

4,033千円

13,31313,302

1,235

－

千円 1,938
千円

前 事 業 年 度

）（
自
平成18年 3月31日至
平成17年 4月 1日

3,223

工事進行基準による完成工事
高

自
至

項 目
前 中 間 会 計 期 間
平成17年 4月 1日
平成17年 9月30日

（

千円

有形固定資産の減価償却累計
額

2,609

362,393

）
至

中間会計期間末日満期手形の
会計処理

43,500千円

仮払消費税等及び仮受消費税
等の取扱い

仮払消費税等及び仮受
消費税等は相殺のうえ、流
動資産の「その他」に含め
て表示しております。

382,900
100,000 千円

有形固定資産に含まれている
係船船舶

38,342

33,363－

－ 千円

4,924

－

－

3,613千円

千円

千円

千円

102,650 千円

千円

千円

2,025

千円

千円
千円

26,640

千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間　（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動事由の概要）

自己株式の株式数の増加1,460株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

３．配当に関する事項

 配当金支払額

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

50,459 6 平成18年３月31日

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

1,460 －　　　

株式の種類

普通株式

基準日決議

千円

－　　　 8,450,000 

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

（

前 事 業 年 度

平 成 17 年 4 月 1 日

至

前事業年度末
株式数（株）

41,473 

8,450,000 

40,013 

株式の種類

株式の種類

普通株式

自

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式

当中間会計期間末
株式数（株）

平 成 18 年 9 月 30 日

当中間会計期間
増加株式数（株）

前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

4,215,752 千円

現金及び現金同等物 4,215,752 現金及び現金同等物千円

当中間会計期間末
株式数（株）

5,052,085 千円現金預金勘定

至
）

効力発生日

平成18年６月30日

平 成 18 年 3 月 31 日

（平成18年 9月30日現在）

平 成 18 年 4 月 1 日 自
）

千円

（平成18年 3月31日現在）

（

当 中 間 会 計 期 間

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成17年 9月30日現在）

現金預金勘定 現金預金勘定

平 成 17 年 9 月 30 日至

前 中 間 会 計 期 間

－　　　

平 成 17 年 4 月 1 日

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

）
自

（

4,758,421

4,758,421 現金及び現金同等物 千円5,052,085
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（リース取引関係）

当社は、「ＥＤＩＮＥＴ」による開示を行うためリース取引関係の記載を省略しております。

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成17年9月30日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円）

その他有価証券

当中間会計期間末（平成18年9月30日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円）

その他有価証券

前事業年度末（平成18年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

当期中に売却したその他有価証券
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円）

その他有価証券

213,346   

（注） 減損処理にあたっては、当期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して、必要と認められた額については減損処理を行なうこととし

ておりますが、当期末においてはいずれも該当するものはありません。

貸借対照表計上額

株式 415,876   

（注） 減損処理にあたっては、当中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して、必要と認められた額については減損処理を行なうこと

としておりますが、当中間期末においてはいずれも該当するものはありません。

減損処理にあたっては、当中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して、必要と認められた額については減損処理を行なうこと

としておりますが、当中間期末においてはいずれも該当するものはありません。

内容

10,900   非上場株式

差額
91,969   

差額
284,848   374,027   

中間貸借対照表計上額

中間貸借対照表計上額

取得原価

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

89,178   

種類

326,697   

非上場株式

内容

差額貸借対照表計上額

１

10,900   

中間貸借対照表計上額

取得原価

１

89,178   
取得原価

内容

10,900   

２

非上場株式

株式

２

（注）

種類

株式
種類 中間貸借対照表計上額

305,316   

１

10,356   － 

売却益の合計額 売却損の合計額

３

２

売 却 額

13,147   
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（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（
自

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

当社は、デリバティブ取引を行っており

ませんので、該当事項はありません。

至
（
自 平 成 17 年 4 月 1 日

）
至 平 成 17 年 9 月 30 日

）
平 成 18 年 3 月 31 日

（

同左

前 事 業 年 度

同左

自 平 成 17 年 4 月 1 日
）

至

当 中 間 会 計 期 間

平 成 18 年 4 月 1 日

平 成 18 年 9 月 30 日

自

至 平 成 17 年 9 月 30 日 至

自 平 成 17 年 4 月 1 日
）

前 中 間 会 計 期 間

当社は、関連会社がないので、該当事

項はありません。

同左

平 成 18 年 9 月 30 日
（ ）

平 成 18 年 4 月 1 日
（

前 事 業 年 度

同左

平 成 18 年 3 月 31 日

自 平 成 17 年 4 月 1 日
（ ）
至
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（単位：千円）

 

期　　別

平成18年 9月30日

　５． 受 注 高 ・ 売 上 高 ・ 次 期 繰 越 高 　

項　　　目

（

前 中 間 会 計 期 間

構成比

自

至 平成17年 9月30日
）

次
期
繰
越
高

売

上

高

11,297,489 ％

100.0

受

注

高

建 設 事 業 11,001,817

建 設 事 業

建 設 事 業

金 額

2,801,646

100.0

100.0

構成比 金 額

％4,212,888

12,683,598

）
至 平成18年 3月31日

15,009,782 100.0

自
（

％100.0

構成比

平成17年 4月 1日

金 額

（
自

至

平成17年 4月 1日

100.0100.0

854,482

6,160,053

100.0

24,596,061100.0

当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

平成18年 4月 1日
）
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